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[事実]
原告X1会社は、訴外A県企業庁が開発している工業団地に新工場設置の計画（以下「本件工場進出計画」という)を立て、昭和六三年九月頃、メインバンクであった被告Y銀行に設備資金約三四億円の融資を申し込んだ。Y銀行は当初、年商約五億三〇〇〇万円のX1会社にとって過大な設備投資であると融資に難色を示したが、結局土地購入資金三億七〇〇〇万円のみ融資することを認め（以下「本件融資」という)、同年一一月七日にY銀行支店長訴外Bを通じてその旨をX1会社の代表者原告X2Xに伝えたうえ、同月九日、A県企業庁提出用に、融資金額、借入期間、利率、担保、保証人等につき具体的に記載した融資証明書(以下「本件融資証明書」という)をX1会社に交付した。

X1会社はY銀行での稟議と前後して、A県企業庁への工場用地譲受の申込や残額資金の調達の検討を行っていたが、本件融資証明書が交付された頃、X1会社が訴外C銀行にメインバンクを移行し、C銀行がX1会社の債務を肩代わりする話が浮上しとの情報がY銀行に伝わった。このことを知ったBは同年一一月一一日、X1会社がメインバンクをC銀行に移行するならばそれもやむを得ないとY銀行は考えている旨X2に告げたところ、X2がこれを受容する様に見えたため、BはX1会社が本件融資を撤回し取引をC銀行に移行させるものと理解したが、実際にはX1会社とC銀行との関係は融資の打診が行われる程度以上のものではなく、X1等がメインバンクの変更を決断していたわけでもなかった（なお、第一審は、X2がBに対してメインバンク変更の詣をしたとし.か考えられないがそれはY銀行の融資を促すためであったとし、第二審はそもそもメインバンク変更の話があったとは認められないとしており、認定が異なっている)。さらにY銀行は、同日及びその後においても、既に発行していた本件融資証明書の返還を求めることをせず、その扱いに言及することもしなかった。

それから一〇日後の同月二一日、X2はBに対して、メインバンクの支援がなければ訴外D銀行からの資金調達が得られないとの理由により、Y銀行からの本件融資を実行してくれるよう重ねて依頼し、Bは前記の経緯とX2の説明から近い将来C銀行による肩代わりが行われるまでのつなぎ融資の申入れと理解して、この申入れを承諾した。なお、同月三〇日にX2とY銀行副支店長訴外EとがA県企業庁に赴いて契約や代金支払等についての説明を受けた際、EはA県の担当者に対して売買代金をY銀行が間違いなく送金する旨確約している。

ところが、X1会社の土地譲受の申込がA県の土地分譲委員会の審査を通過した同年一二月八日、X1会社に対するC銀行による肩代わりの話が全く進捗していないことが判明したため、BはX2に対してそれであれば本件融資は一切できない旨通告した（以下「本件融資拒絶」という)。このためX1会社は、保有株式の売却、Y銀行からの短期貸付及び訴外F信用組合からの借入等により急遽資金を捻出してA県企業庁への土地売買代金を支払った(正式な契約の締結は一二月一三日)。同月一二日、X1会社はY銀行に対し本件工場進出計画の縮小を申し出て、Y銀行もこれを前向きに検討する姿勢を示したが、X1会社が既に発注していた訴外G建設会社に対する建設工事計画は変更不可能な状況にあり、結局X1会社はD銀行からの借入によりG建設に対する請負代金を支払った(正式な契約の締結は一二月二七日)。その後、同月二八日にC銀行の系列機関訴外Hファイナンスから融資承諾がなされ、又、同月三〇日にはY銀行から本件融資を行う用意があるとの通知がなされたが、X1会社はいずれもこれを断り、翌年一月に入って本件工場進出計画を最終的に断念するに到った。

本件は以上の経緯の下、X1等がY銀行に対し、X1会社とY銀行との間には融資契約が成立しており、Y銀行の本件融資拒絶はX1会社及びX2に対する不法行為にあたる、と主張して、X1会社について土地売買代金や請負代金等の出損、Y銀行及び他行からの融資等による損害合計約三億六〇〇〇万円、X2について健康を害したことによる慰謝料約一二〇〇万円の支払いを求めたものである。
　第一審の東京地裁平成四年一月二七日判決（判例時報一四三七号一一三頁）は、請求を一部認容してつぎのように判示した。

「一　X1会社とY銀行との間には融資予約契約が成立しており、「Y銀行はX1会社の予約完結の意思表示により所定の内容で融資を実行すべき義務を負うものと解せられ、」本件のような状況下にあって「正当な事由なくY銀行の恣意によってこれを破棄し、あるいは重大な落ち度に基づきこれを履行しないことは、単なる債務不履行にとどまらず、不法行為を構成する」。

二　本件融資拒絶をもたらしたのは、一一月二一日にY銀行が承諾した本件融資について、X等とY銀行とで融資の性格につき認識の不一致が生じたためであり、「右のような認識の不一致を生じた原因は、Y銀行が既に発行した融資証明書を回収するどころか、その後の経過においても右融資証明書に全く言及せず、これを提出したA県企業庁にもEがX2に同行し、A県企業庁の担当者に対し、Y銀行支店から間違いなく土地分譲代金を送金する旨確約するなど、当然融資証明書どおりの融資が実行されるものとX2において信じるのが当然であるような言動をとっていたためであり、この点に関する非は専らY銀行支店の側にあると認められる。」又、本件融資証明書に対するY銀行の取扱いからすれば、「C銀行による債務肩代わりの件は、一方的なY銀行支店側の思い込みに止まり、X1会社側に客観的に明示されたとは認め難い。」そうすると、Y銀行は正当な理由なく不当に本件融資拒絶をなしたものであり、「Y銀行の右不当な融資拒絶は、X1らに対する違法な権利侵害行為とみるのが相当である。」

三　しかし、「Y銀行支店は再び三億七〇〇〇万円を当初の計画どおりX1会社に融資することを決め、その旨X1会社に通知しており」、事実上本件「融資拒絶は撤回されたのと同じ結果になり、」又、X1会社は他の金融機関から融資ないし融資承諾を受けていたから、「X1会社が当初予定計画を実行するうえで、Y銀行の融資拒絶は何らその妨げになるものではなかったといわざるを得ない」。従って、本件融資拒絶による「X2の心労が本件工場進出計画を中止したことの一つの原因であったとしても、右工場進出計画の中止とY銀行の融資拒絶との間に相当因果関係はない」として、X1会社については収入印紙代等の一部、X2については慰謝料の一部、合計約一五〇万円についてのみ請求を認容した。これに対してX1等が控訴し、Y銀行も附帯控訴した。
[判旨]
一部取消、一部附帯控訴認容。

一　「企業とそのいわゆるメインバンクとして取引を継続してきた銀行が、右企業から新規に計画した事業について必要資金の融資の申込を受け、当該計画の具体的内容を了知したうえ、右企業と消費貸借契約の締結に向けて交渉を重ねている途中であり、金銭の授受がなく消費貸借契約が成立したとはいえない段階においてであっても、融資金額、弁済期、借入期間、利率、担保の目的物及び担保権の種類並びに保証人等の貸出条件について具体的な合意に達し、銀行が右貸出条件に基づく融資をする旨を記載した融資証明書を発行して融資する旨の明確な約束(以下「融資約束」という。) をした場合において、右融資約束が破棄されるときには、右企業の新規事業計画の実現が不可能となるか若しくは著しく困難となり、右企業が融資約束を信じて当該計画を実現するためにとった第三者との契約若しくはこれと実質的に同視することができる法律関係等の措置を解消することを余儀なくされる等し、このため右企業が損害を被ることになる等の事情があり、しかも当該銀行が、このような事情を知り又は知りうべきであるにもかかわらず、一方的に融資約束を破棄する行為に出たときには、かかる行為に出るにつき取引上是認するに足る正当な事由があれば格別そうでない限り、当該銀行は、右企業が前示のような損害を被ったときには、民法七〇九条、七一五条に基づき、これを賠償する責任を負うものと解すべきである。」

二　X1会社とY銀行との融資約束は、「本件融資証明書の発行前においても、X1会社との交渉の段階でなされていたものと推認される。」そして、本件融資拒絶に到る交渉過程やX1会社が本件工場進出計画を中止するに到った事情からすると、「X1会社の右計画中止は、結局は、Y銀行が当初の本件融資約束どおり融資を実行しなかったことに起因し、本件工場進出計画の中止と本件融資拒絶との間には因果関係があるものというべきである。」又、Y銀行の主張するX1会社によるメインバンク変更の申入れ、融資申込の撤回については、これを認めるに足りる証拠はなく、本件融資証明書を回収しなかったことはX1会社の他行での融資を受ける際の立場を考慮したものであるとのY銀行の主張は、X1会社からかかる依頼がなく、Y銀行の意向がX1会社に表明されていないから、「X1会社が本件融資証明書どおりの融資を受けられるとの信頼を解消する事由となり得」ない。そしてB支店長が、X1会社が一旦融資申込を撤回し、その後つなぎ融資の申込をしたものと理解したことは、「事実関係を十分調査検討することなく、また、X2及びX1会社に対し確認することなく、一方的にそう思いこんだものに過ぎず、Bが右のように思い込んだことにつき、X1会社又はX2に責めに帰すべき事由があるともいえないから、本件融資約束を一方的に破棄するにつき取引上是認するに足る正当な理由があるとはいえない」。なお、「A県企業庁との本件工場用地の売買契約及びG建設との工場建設の請負契約は、いずれも本件融資拒絶後に締結されたものであるが、右各契約の基礎は、本件融資拒絶の前に既に形成されていたものである」から、X1会社が右各契約を締結すべきでなかったとはいえない。従って「Y銀行支店のB支店長は、本件融資約束を一方的に破棄したものというべきであり、」「Y銀行は、X1会社がA県企業庁及びG建設との右関係の解消を余儀なくされたことにより被った損害につき、X1会社に対し、民法七一五条に基づき、その賠償責任がある」。

三　しかし、他面において「本件工場進出計画を中止せざるを得なかったのは、右計画の過大性とX1会社の運転資金調達に対する配慮不足等にも一因が」あり、特にG建設との契約締結時においては資金調達の困難さは既に判明していたのであるから、X1会社としては、「工場規模縮小計画に基づく請負契約を締結するなど損害をできる限り少なくすべき信義則上の義務があった」としてA県企業庁関係で六割、G建設関係で九割の過失相殺をし、さらにX2の慰謝料については、本件融資約束及び融資拒絶はX2に対してなされたものでないから、「X2において、本件融資拒絶がX2に対しても不法行為を構成するものであることを認めるに足る事実関係について、主張・立証しない」以上、X2の不法行為の主張は認められないとして、X1会社についてのみ約三五〇〇万円の請求を認めた。

